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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

３ 当社は、関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４ 第75期中、第76期中、第75期、第76期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載してお

りません。 

５ 第77期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、1株当たり中間純損失であり、また、潜在株式がないため記載して

おりません。 

６ 平成15年２月21日開催の取締役会の決議により平成15年５月20日付で、１株を1.1株に分割しております。 

７ 平成16年３月９日開催の取締役会の決議により平成16年５月20日付で、１株を1.1株に分割しております。 

８ 平成17年２月18日開催の取締役会の決議により平成17年５月20日付で、１株を1.1株に分割しております。 

  

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 4,283,347 4,989,729 4,307,194 11,692,334 11,895,140

経常利益 (千円) 582,158 718,685 280,194 2,415,883 2,019,164

中間(当期)純利益又は中
間純損失（△） 

(千円) 350,151 435,893 △539,293 1,498,044 1,296,590

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

発行済株式総数 (株) 6,830,692 7,513,761 8,265,137 6,830,692 7,513,761

純資産額 (千円) 8,911,656 10,213,329 10,241,719 9,941,108 10,933,456

総資産額 (千円) 13,487,562 16,281,431 16,022,819 16,689,571 16,956,514

１株当たり純資産額 (円) 1,315.54 1,371.94 1,251.42 1,465.88 1,467.51

１株当たり中間(当期)純
利益又は中間純損失
（△） 

(円) 51.68 58.54 △65.88 218.86 172.62

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) 16.00 18.00 ― 36.00 36.00

自己資本比率 (％) 66.1 62.7 63.9 59.6 64.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △317,988 89,711 △839,996 1,228,402 3,090,308

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,209,865 △469,321 △705,456 △2,439,834 △1,044,224

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △129,649 △347,006 △341,470 1,750,665 △687,920

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 868,180 2,336,451 2,534,734 3,063,060 4,421,656

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
357 
(200) 

365
(238) 

405
(255) 

357 
(223) 

371
(243) 



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあり

ません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の( )内は臨時従業員等の当中間会計期間の平均雇用人員(外数)であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

a 名称    デンカ生研株式会社労働組合 

b 上部団体  ありません。 

c 結成年月日 昭和27年８月26日 

d 組合員数  294名（平成17年９月30日現在） 

e 労使関係  労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  

  

従業員数(名) 405(255) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期の国内経済は、企業収益の改善を背景として民間設備投資の増加、個人消費の持ち直しなど回復の兆しが

見られました。 

一方、国内医薬品業界におきましては、保険点数削減の浸透・包括診療報酬制度の導入の影響など、経営環境は

ますます厳しさを増しております。 

このような経営環境のもと、当社は従来顧客への拡販と新規顧客の開拓へ注力してまいりました。 国内検査試薬

はインフルエンザ検査試薬の春先までの出荷継続および新規事業である化学発光試薬が順調に推移し、また海外部門

についても、昨年度に引き続き堅調に推移いたしましたが、主力製品であるインフルエンザワクチンの一部が国家検

定不合格となり、当中間期の売上高は前年同期に比べ683百万円減収の4,307百万円(前年同期比13.7%減)となりまし

た。 

収益面では、減収にともない営業利益は前年同期に比べ456百万円減益の281百万円(前年同期比61.9%減)、経常利

益は前年同期に比べ438百万円減益の280百万円(前年同期比61.0%減)となりました。 

特別損失に、国家検定不合格となりましたインフルエンザワクチンと販売見込がなくなりました日本脳炎ワクチ

ンの廃棄損失等1,212百万円を計上した結果、誠に遺憾ながら539百万円の中間純損失(前年同期比975百万円減益)を

計上する結果となりました。 

  

各部門の営業の概況は、次のとおりです。 

  

〈国内ワクチン部門〉 

主力製品であるインフルエンザワクチンにつきましては、第１回目と第２回目の国家検定に提出いたしました16

ロットの製品のうち、11ロットの製品が不合格となったこと、また、日本脳炎ワクチンにつきましては、「ワクチ

ン接種の積極的勧奨の差し控え」が勧告されたことから、両ワクチンの売上高は前年同期に比べ大幅に減少いたし

ました。 

この結果、当部門の売上高は、前年同期に比べ63.2％減収の550百万円(前年同期比945百万円減)にとどまり、大

幅な減収を余儀なくされました。 

なお、インフルエンザワクチンにつきましては、不合格の原因・問題点に対する対策を実施し、第３回目の国家

検定に提出いたしました製品は、すべて合格しております。 

  

〈国内検査試薬部門〉 

価格競争が厳しい臨床化学検査試薬および免疫血清検査試薬は、従来顧客への拡売および新規顧客の開拓に努め

る一方、昨年８月に上市した、当社としては新たな測定原理試薬である化学発光検査試薬において新規２項目を追

加し、順調な立ち上がりを見せております。 

また、当中間期に特許料収入があったことから、仕入商品を含めた売上高は、前年同期に比べ6.8％増収の1,210

百万円（前年同期比77百万円増）となりました。 

細菌検査試薬ならびに一般生物検査試薬は、前年同期に比べ4.4％減収の551百万円（前年同期比25百万円減）と

なりました。 

ウイルス検査試薬では、主力製品であるインフルエンザ検査試薬が春先まで出荷が継続したことにより、前年同

期に比べ8.4%増収の811百万円（前年同期比62百万円増）となりました。 



以上の結果、当部門の売上高は前年同期に比べ4.7％増収の2,571百万円（前年同期比115百万円増)となりまし

た。 

  
〈海外部門〉 

海外市場は国内市場に比べ一層の拡大が期待できることから、成長戦略の重要事業として拡販に注力しておりま

す。当中間期は、海外大手ユーザー向け臨床化学検査試薬および免疫血清検査試薬が堅調に推移いたしました結

果、当部門の売上高は、前年同期に比べ14.2％増収の1,186百万円（前年同期比148百万円増）と、昨年度に引き続

き堅調に推移しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、932百万円の税引前中間純損失を計上し、減価償却費405百万円、売上債権

の減少額532百万円、仕入債務の増加額656百万円等の増加要因はありましたが、その他の負債の減少・法人税等の支

払い等により相殺され、840百万円（前年同期比930百万円減）のマイナスとなりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、ワクチン製造設備および検査試薬製造棟の設備投資を実施した結果、705

百万円（前年同期比236百万円増）の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、銀行借入金の返済200百万円、配当金の支払い134百万円等により、341百

万円（前年同期比6百万円減）の支出となりました。 

以上の結果、当中間期における現金及び現金同等物は2,535百万円（前年同期比198百万円増）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間会計期間における商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％) 

ワクチン 2,486,982 60.2

免疫血清検査試薬 1,318,589 106.0

臨床化学検査試薬 913,649 109.3

細菌検査試薬 565,251 106.3

ウイルス検査試薬 905,774 115.3

一般生物検査試薬 144,949 90.0

検査試薬計 3,848,212 108.1

合計 6,335,194 82.4

事業部門 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

ワクチン 13,894 15.7

検査試薬 37,884 133.5

合計 51,778 44.3



(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 最近２中間会計期間における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 

  

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％) 

ワクチン 540,649 38.4

免疫血清検査試薬 1,283,390 114.6

臨床化学検査試薬 882,050 108.2

細菌検査試薬 530,473 96.5

ウイルス検査試薬 855,295 106.6

一般生物検査試薬 137,050 91.6

検査試薬計 3,688,258 107.3

製品計 4,228,907 87.3

ワクチン 15,117 16.6

検査試薬 63,170 117.2

商品計 78,287 53.9

合計 4,307,194 86.3

事業の種類別の名称 

前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出高(千円) 割合(％) 輸出高(千円) 割合(％) 

ワクチン 4,760 0.3 5,950 1.1

免疫血清検査試薬 549,853 49.1 676,020 52.7

臨床化学検査試薬 297,044 36.5 325,796 36.9

細菌検査試薬 118,356 21.5 113,712 21.4

ウイルス検査試薬 54,628 6.8 44,739 5.2

一般生物検査試薬 4,727 3.2 2,811 2.1

検査試薬計 1,024,609 29.8 1,163,078 31.5

製品計 1,029,369 21.3 1,169,028 27.6

ワクチン ― ― ― ―

検査試薬 8,847 16.4 17,032 27.0

商品計 8,847 6.1 17,032 21.8

合計 1,038,217 20.8 1,186,060 27.5



２ 最近２中間会計期間における主要な輸出先別の割合 

  

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

主要顧客(総販売実績に対する割合が10％以上)に該当するものはありません。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、固有の経営資源として、細菌やウイルスの原株を保有するとともに、これらに関する培養技術やバイオテ

クノロジーなどの特殊な技術を保有しております。 

更にこれらの技術を基とした分析技術・測定技術を応用して、新しい検査試薬・検査手法の開発を目指しておりま

す。 

これらの研究開発は大学・国立研究機関との共同研究を中心に進めておりますが必要に応じては専門メーカーとも

連携しながらおこなっております。開発部門はこれら関係先と綿密に連携し、かつ当社独自の技術力の向上を図りな

がら製品開発を進めております。 

当中間会計期間における主な研究成果としては、既販売製品である病原大腸菌免疫血清「生研」および化学発光検

査試薬の新規項目の販売開始等があり、当中間会計期間における研究開発費の総額は486百万円となっております。 

  

  

輸出先 前中間会計期間(％) 当中間会計期間(％) 

欧州地域 75.3 75.6

アジア地域 12.6 12.3

北米地域 11.7 11.6

その他地域 0.4 0.5

合計 100.0 100.0



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設、除却等 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

該当事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注） 平成17年５月20日に、平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、所有株式数

を１株につき1.1株の割合を持って分割いたしました。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 27,322,700

計 27,322,700

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,265,137 8,265,137
ジャスダック証券
取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 8,265,137 8,265,137 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年５月20日 751,376 8,265,137 ― 1,000,000 ― 635,773



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注） 上記のほか当社保有の自己株式81千株（0.98％）があります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

電気化学工業株式会社 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 5,544 67.07

デンカ生研従業員持株会 新潟県五泉市南本町１－２－２ 144 1.74

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２ 122 1.47

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海１－８－12 81 0.97

株式会社第四銀行 東京都港区浜松町２－11－３ 81 0.97

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 78 0.94

エイチエスビーシー バンク 
ピーエルシー アカウント ア
トランテイス ジヤパン グロ
ース フアンド 

東京都中央区日本橋３－11－１ 50 0.60

中央三井信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 48 0.58

小林 昭彦 東京都足立区千住関屋町17－40－702 47 0.56

橋本 峯子 東京都世田谷区野沢３－28－15 41 0.49

計 ― 6,235 75.44



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式54株及び証券保管振替機構名義の株式66株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式    81,000 

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,108,500 81,085 同上

単元未満株式 普通株式    75,637 ― 同上

発行済株式総数 8,265,137 ― ―

総株主の議決権 ― 81,085 ―

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
デンカ生研株式会社 

東京都中央区日本橋茅場
町三丁目４番２号 

81,000 ― 81,000 0.98

計 ― 81,000 ― 81,000 0.98

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 2,995 2,860 2,790 2,920 3,050 3,160

最低(円) 2,640 2,635 2,655 2,760 2,805 2,450



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

   ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月３０日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)

及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人に

よる中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

①資産基準 0.1％

②売上高基準 0.0％

③利益基準 0.2％

④利益剰余金基準 0.0％



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    2,336,451 2,534,734   4,421,656 

２ 受取手形    667,959 422,078   804,012 

３ 売掛金    3,556,724 2,590,151   2,740,694 

４ たな卸資産    4,008,069 3,475,546   3,141,682 

５ 繰延税金資産    250,926 611,443   271,195 

６ 未収消費税等 ※２  ― 107,595   ― 

７ その他 ※２  64,747 99,724   21,868 

貸倒引当金    △18,166 △12,953   △15,242 

流動資産合計    10,866,713 66.7 9,828,320 61.3   11,385,864 67.1

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物 ※１ 
※３ 2,093,511   1,922,248 2,013,499   

(2) 機械及び装置 ※１ 
※３ 1,501,460   1,290,507 1,402,608   

(3) 建設仮勘定   ―   1,128,100 312,900   

(4) その他 ※１ 
※３ 1,221,821 4,816,793 1,248,669 5,589,523 1,251,306 4,980,313 

２ 無形固定資産    111,212 120,750   104,909 

３ 投資その他の資産          

(1) 繰延税金資産   356,131   343,614 340,904   

(2) その他   130,581 486,712 140,612 484,226 144,524 485,428 

固定資産合計    5,414,718 33.3 6,194,499 38.7   5,570,650 32.9

資産合計    16,281,431 100.0 16,022,819 100.0   16,956,514 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形    1,037,225 1,168,216   709,031 

２ 買掛金    471,849 563,522   366,994 

３ 一年以内返済予定の 
  長期借入金    400,000 400,000   400,000 

４ 未払金    222,850 26,629   66,489 

５ 未払費用    814,679 620,462   621,292 

６ 未払法人税等    202,161 9,885   526,870 

７ 賞与引当金    420,599 420,419   413,348 

８ 返品調整引当金    75,610 87,772   58,930 

９ 設備関係支払手形    270,354 812,489   437,396 

10 その他    15,449 14,599   527,094 

流動負債合計    3,930,780 24.2 4,123,994 25.7   4,127,443 24.3

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    1,400,000 1,000,000   1,200,000 

２ 退職給付引当金    626,040 575,736   576,352 

３ 役員退職慰労金 
  引当金    101,281 70,370   109,263 

４ その他    10,000 11,000   10,000 

固定負債合計    2,137,321 13.1 1,657,106 10.4   1,895,615 11.2

負債合計    6,068,102 37.3 5,781,100 36.1   6,023,058 35.5

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,000,000 6.2 1,000,000 6.2   1,000,000 5.9

Ⅱ 資本剰余金          

 資本準備金    635,773 635,773   635,773 

資本剰余金合計    635,773 3.9 635,773 4.0   635,773 3.8

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金    108,299 108,299   108,299 

２ 任意積立金    1,447,370 1,441,567   1,447,371 

３ 中間(当期) 
未処分利益    7,160,938 7,208,690   7,887,634 

利益剰余金合計    8,716,607 53.5 8,758,556 54.7   9,443,304 55.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    1,193 0.0 2,054 0.0   1,539 0.0

Ⅴ 自己株式    △140,245 △0.9 △154,665 △1.0   △147,159 △0.9

資本合計    10,213,329 62.7 10,241,719 63.9   10,933,456 64.5

負債・資本合計    16,281,431 100.0 16,022,819 100.0   16,956,514 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    4,989,729 100.0 4,307,194 100.0   11,895,140 100.0

Ⅱ 売上原価    2,363,476 47.4 2,141,912 49.7   6,207,621 52.2

売上総利益    2,626,253 52.6 2,165,282 50.3   5,687,519 47.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,889,032 37.8 1,884,390 43.8   3,684,937 31.0

営業利益    737,221 14.8 280,893 6.5   2,002,582 16.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  6,733 0.1 9,388 0.2   65,121 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  25,269 0.5 10,087 0.2   48,538 0.4

経常利益    718,685 14.4 280,194 6.5   2,019,164 17.0

Ⅵ 特別利益 ※３  538 0.0 ― ―   538 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  3,299 0.1 1,211,842 28.1   9,155 0.1

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前 
中間純損失（△） 

   715,924 14.3 △931,648 △21.6   2,010,547 16.9

法人税、住民税 
及び事業税   191,947   5,181 704,434   

還付事業税   ―   54,229 73,284   

法人税等調整額   88,082 280,030 5.6 △343,308 △392,355 △9.1 82,807 713,958 6.0

中間(当期)純利益又
は中間純損失（△）    435,893 8.7 △539,293 △12.5   1,296,590 10.9

前期繰越利益    6,725,044 7,747,983   6,725,045 

中間配当額    ― ―   134,000 

中間(当期) 
未処分利益    7,160,938 7,208,690   7,887,634 

          



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税引前中間(当期)純利益又は税引

前中間純損失（△） 
  715,924 △931,648 2,010,547

２ 減価償却費   442,410 404,708 866,645

３ 固定資産売却益   △538 ― △538

４ 固定資産除却損   3,291 12,227 8,480

５ 貸倒引当金の減少額   △1,881 △2,290 △4,805

６ 退職給付引当金の減少額   △10,426 △616 △40,612

７ 役員退職慰労金引当金の増減額   9,076 △38,893 △2,444

８ 賞与引当金の増加額   14,620 7,071 7,369

９ 返品調整引当金の増減額   △7,952 28,842 △24,632

10 支払利息   6,226 5,303 13,720

11 為替差損益   △6 ― △432

12 役員賞与の支払額   △15,520 △11,490 △15,520

13 売上債権の減少額   411,655 532,475 1,091,635

14 たな卸資産の増減額   △765,587 △333,864 100,801

15 仕入債務の増減額   81,579 655,979 △543,651

16 その他の資産の増減額   △4,761 △123,975 16,892

17 その他の負債の増減額   1,406 △521,107 527,727

小計   879,517 △317,278 4,011,182

18 利息の支払額   △12,993 △10,282 △15,133

19 法人税等の支払額   △776,812 △512,436 △979,025

20 法人税等の還付額   ― ― 73,284

営業活動によるキャッシュ・フロー   89,711 △839,996 3,090,308

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有形固定資産の取得による支出   △403,057 △690,078 △971,377

２ 無形固定資産の取得による支出   △69,480 △16,793 △77,367

３ 貸付金の回収による収入   1,345 1,415 2,645

４ その他   1,871 ― 1,875

投資活動によるキャッシュ・フロー   △469,321 △705,456 △1,044,224

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 長期借入金の返済による支出   △200,000 △200,000 △400,000

２ 自己株式の取得による支出   △11,585 △7,505 △18,499

３ 配当金の支払額   △135,421 △133,965 △269,422

財務活動によるキャッシュ・フロー   △347,006 △341,470 △687,920

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   6 ― 432

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △726,609 △1,886,921 1,358,595

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,063,060 4,421,656 3,063,061

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)

残高 
  2,336,451 2,534,734 4,421,656

       



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．資産の評価基

準及び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

   移動平均法による原

価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により、売却原価は

移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

(2) たな卸資産 

総平均法による原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

  

(2) たな卸資産 

同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より、売却原価は移動

平均法により算定) 

時価のないもの 

同左 

  

(2) たな卸資産 

同左 

 

２．固定資産の減

価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 

３．引当金の計上

基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権は貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権及

び破産更生債権は個別

に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給

する賞与に充てるた

め、支給見込額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

(3) 返品調整引当金 

販売したたな卸資産

の返品による損失に備

えるため、法人税法の

規定に基づく繰入限度

相当額(法定繰入率)の

ほか、特定の製品に対

して返品可能性を勘案

した所要額を計上して

おります。 

(3) 返品調整引当金 

同左 

(3) 返品調整引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５

年)による定額法により

翌事業年度から費用処

理することとしており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき計上して

おります。 

  

  

  

数 理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５

年)による定額法により

翌事業年度から費用処

理することとしており

ます。 

(5) 役員退職慰労金引当金 

役員退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

(5) 役員退職慰労金引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労金引当金 

役員退職慰労金の支

出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。 

４．リース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係わる方法に準じた会

計処理によっておりま

す。 

同左 

  

同左 

５．中間キャッシ

ュ・フロー計算

書（キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書）における資

金の範囲 

手許現金、要求払預金

及び取得日から３ヶ月以

内に満期の到来する流動

性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な

投資を含めております。 

同左 同左 

６．その他中間財

務諸表（財務諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

  

消費税等の会計処理につ

いて 

税抜方式によっており

ます。 

消費税等の会計処理につ

いて 

同左 

消費税等の会計処理につ

いて 

同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号）を当中間会計期

間から適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間まで流動負債の「その他」に含めて

表示しておりました「未払費用」は、負債及び資本の

合計額の100分の5を超えることになったため区分掲記

することに変更しました。 

なお、前中間会計期間における「未払費用」の金額

は447,547千円であります。 

（中間貸借対照表） 

１ 前中間会計期間まで流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「未収消費税等」は、金額的

重要性が増したため区分掲記することに変更しまし

た。 

  なお、前中間会計期間における「未収消費税等」

の金額は16,517千円であります。 

２ 前中間会計期間まで有形固定資産の「その他」に

含めて表示しておりました「建設仮勘定」は、資産

の合計額の100分の5を超えることになったため区分

掲記することに変更しました。 

  なお、前中間会計期間における「建設仮勘定」の

金額は14,000千円であります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額           5,692,824千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額           6,440,797千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額         6,068,634千円 

※２ 消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

その他として表示しておりま

す。 

※２ 消費税等の取扱 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

未収消費税等として表示して

おります。 

※２       ― 

※３ 過年度に取得した有形固定資

産のうち国庫補助金による圧

縮記帳額は、建物69,222千

円、機械及び装置、その他の

有形固定資産199,969千円で

あり、貸借対照表計上額は、

この圧縮記帳額を控除してお

ります。 

※３     同左 ※３      同左 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息・ 
配当金 

415千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息・
配当金 

229千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息・
配当金 

718千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 6,226千円

ゴルフ会員権 
評価損 

6,999 

たな卸資産 
廃棄損 

9,308 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 5,303千円

ゴルフ会員権
評価損 

100

たな卸資産
廃棄損 

649

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 13,720千円

ゴルフ会員権 
評価損 

7,000 

たな卸資産
廃棄損 

18,439 

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産 
売却益 

538千円

※３       ― ※３ 特別利益の主要項目 

固定資産
売却益 

538千円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産 
除却損 

3,299千円

※４ 特別損失の主要項目 

   たな卸資産廃棄損は検定不合

格となりましたインフルエン

ザワクチンと厚生労働省より 

   「日本脳炎ワクチン接種の積

極的勧奨の差し控え」に関す

る通知がでたことにより販売

見込がなくなりました日本脳

炎ワクチンの廃棄損失であり

ます。 

固定資産
除却損 

15,744千円

たな卸資産
廃棄損 

1,063,373

過年度特許
実施料 

132,222

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産
除却損 

9,155千円

減価償却実施額 

有形固定資産 435,059千円

無形固定資産 7,350 

減価償却実施額 

有形固定資産 396,071千円

無形固定資産 8,637

減価償却実施額 

有形固定資産 851,813千円

無形固定資産 14,832 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金
勘定 

2,336,451千円

現金及び現金 
同等物 

2,336,451千円

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金
勘定 

2,534,734千円

現金及び現金
同等物 

2,534,734千円

現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金
勘定 

4,421,656千円

現金及び現金
同等物 

4,421,656千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 
  

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

中間期末
残高 
相当額 
（千円）

その他の 
有形固定 
資産 

350,195 129,656 220,539

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 
  

(注)     同左 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額 
相当額 
（千円）

中間期末
残高 
相当額 
（千円）

その他の 
有形固定 
資産 

437,359 170,872 266,487

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
  

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却 
累計額 
相当額
（千円） 

期末 
残高 
相当額
（千円） 

その他の
有形固定
資産 

414,947 170,471 244,476

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

１年内 66,513千円

１年超 154,026千円

合計 220,539千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注)     同左 

１年内 87,517千円

１年超 178,970千円

合計 266,487千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注)未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

１年内 74,622千円

１年超 169,854千円

合計 244,476千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 36,015千円

減価償却費 
相当額 

36,015千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 43,994千円

減価償却費
相当額 

43,994千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 76,830千円

減価償却費
相当額 

76,830千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていないその他有価証券 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていないその他有価証券 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていないその他有価証券 

  

  取得原価(千円)
中間貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

株式 1,931 3,934 2,003

  中間貸借対照表計上額(千円)

非上場株式（店頭売買株式を除く） 5,000

  取得原価(千円)
中間貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

株式 1,931 5,380 3,449

  中間貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 5,000

  取得原価(千円)
貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

株式 1,931 4,514 2,583

  貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 5,000



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

関連会社がないため、該当事項はあ

りません。 

同左 同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失の算定上の基礎 

  

２ 株式分割について 

  
前中間会計期間（(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

 当社は、平成16年５月20日付で１株を1.1株に分割いたしました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりであります。 

３ 株式分割について 

  

当中間会計期間（(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 当社は、平成17年５月20日付で１株を1.1株に分割いたしました。 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額  1,371.94円 １株当たり純資産額  1,251.42円 １株当たり純資産額 1,467.51円 

１株当たり中間純利益   58.54円 １株当たり中間純損失   65.88円 １株当たり当期純利益  172.62円 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益又は中間純

損失(△) 
435,893千円 △539,293千円 1,296,590千円 

普通株主に帰属しない金額の 

内訳 

 利益処分による役員賞与金 

  

  

― 

  

  

― 

  

  

11,490千円 

普通株式に係る中間(当期) 

純利益又は中間純損失(△) 
435,893千円 △539,293千円 1,285,100千円 

普通株式の期中平均株式数 7,446,298株 8,185,655株 7,444,716株 

前中間会計期間
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額          1,195.94円 １株当たり純資産額          1,332.62円 

１株当たり中間純利益           46.98円 １株当たり当期純利益          198.97円 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額          1,247.22円 １株当たり純資産額          1,334.10円 

１株当たり中間純利益           53.22円 １株当たり当期純利益          156.93円 



(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は平成17年２月18日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしております。

当該株式分割の内容は、以下のとおりであります。 

１ 平成17年５月20日付をもって平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の

所有株式数を１株に付き1.1株の割合をもって分割する。 

２ 分割により増加する株式数   普通株式751,376株 

３ 配当起算日   平成17年４月１日 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとお

りであります。 

  

  

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額           1,211.47円 １株当たり純資産額          1,334.10円 

１株当たり当期純利益          180.88円 １株当たり当期純利益          156.93円 



(2) 【その他】 

第77期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)中間配当については、平成17年10月28日開催の取締役会に

おいて、これを行わない旨を決議いたしました。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第76期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１７日

デ ン カ 生 研 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているデンカ生研株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７６期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、デンカ

生研株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１９日

デ ン カ 生 研 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているデンカ生研株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、デンカ

生研株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 
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